(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：遺家族等援護費
	事業名: 帰国者生活支援給付金申請支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
　　　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 社会援護担当　電話番号：058-272-8264
　　　　　　　　　E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：270千円（前年度予算額：270千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　永住帰国した中国残留邦人の方に対する日常生活支援については、県において支援相談員を選任、委嘱して対応しているが、日本語能力の低い対象者に対しては中国語堪能者による通訳が必要となり、特に各種行政手続きが集中する時期は支援相談員だけでは対応しきれない場合がある。
　このような場合に、各種相談や遠隔地への同行通訳等の事務補助を、中国語の会話が可能なスタッフが多数在籍する団体に業務委託し、中国残留邦人等の支援を円滑に実施する。
	２　所要経費


　委託料　270千円
　（積算の内訳）
　　・収入申告等各種申請繁忙期の助務（通訳）　113千円
　　・地域生活支援事業実施手続の助務（通訳）　 56千円
　　・給付金受給者の遠隔通院時の同行（通訳）　101千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


　中国残留邦人の方が市役所等において定期的に行う手続きは、例年６月～７月に集中しており、支援・相談員による通訳等業務を補完できるよう、また、医療機関での受診において、医師等に具体的な症状を適切に伝えることができるよう、通訳業務を委託実施している。
	３　これまでの取組に対する評価


　本来は、各種生活相談にも応じている支援・相談員による通訳が最適であるが、高齢の支援・相談員や、日常の仕事を持ちつつ非常勤で対応している支援・相談員には、繁忙期や急な日程での通訳等の業務をすべて行ってもらうことは困難である。また、支援・相談員を補完する通訳等の業務委託は、手続きを円滑に進めたい市役所等からの要望もあり、今後も支援体制を構築しておく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	270
	270
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	270
	270
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
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